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証券コード：9090

売上高

  ROE（自己資本当期純利益率）／ EPS（1株当たり当期純利益）／
ROA（総資産経常利益率）
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  自己資本／総資産／
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経常利益／親会社株主に帰属する当期純利益
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自己資本（百万円）

25,708 28,944 35,917
55,117

自己資本比率（%）総資産（百万円）

35.1 32.7 32.1
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2021/3

8,262 9,139

11,949

14,498 
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5,536 6,125
7,780
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経常利益（百万円）
親会社株主に帰属する当期純利益（百万円）

輸配送事業

財務情報

前期比7.5%増 前期比4.5%増 前期比27.6%増 前期比11.6%増 前期比5.9%増 

事業別売上高

3PL事業

2023/3 2024/3

38,25635,581

59,52956,974

2023/3 2024/3

54,553

42,742

2023/3 2024/3

22,068
19,773

2023/3 2024/3

21,562 20,361

2023/3 2024/3

38 256百万円
（構成比：19.3%）

59 529百万円
（構成比：30.0%）

54 553百万円
（構成比：27.5%）

22 068百万円
（構成比：11.1%）

21 562百万円
（構成比：10.9 %）

売上高 2 585百万円その他事業

第51期 報告書
2023年4月1日 2024年3月31日

代表取締役社長

株主の皆様へ

社会的価値のさらなる向上を目指し、
売上高1兆円企業に向けて邁進していきます。
株主の皆様には、平素より格別のご支援・ご鞭撻を賜り、厚く御礼申し上げます。
当社グループ第51期連結累計期間（2023年4月1日～2024年3月31日）における
経営成績がまとまりましたので、ここにご報告申し上げます。
当社グループは、2040年に売上高1兆円という目標に向けた歩みを進めておりますが、
本報告書はその足跡となっております。
なお、2024年1月1日、能登半島を中心として甚大な被害をもたらした災害が発生しました。
被災された方々には、心よりお見舞い申し上げます。

厳しい環境の中、コア事業が引き続き好調に推移した結果、増収増益を達成しました。

　当期の物流業界は、社会経済活動の正常化が進む一方、消
費貨物量は軟調に推移し、加えて労働力確保のためのコスト
増、物流の2024年問題への懸念と対応など、厳しい経営環境
が継続しました。
　そうした中、当社グループにおいては、コア事業の業容拡
大を図るとともに、積極的な人材の確保と育成、DXの推進に
よる省人化・省力化に努めました。また、事業の選択と集中に
よる経営の効率化に引き続き注力する一方、BCP物流の拡大
と深化、ESG経営の推進などによるさらなる社会的価値の向
上にも尽力しました。

　業績については、ラストワンマイル事業における新規エリア
の獲得と稼働台数の拡大、全国向け幹線輸送の増加が奏功。
さらに3PL事業においても、EC、低温食品における物流セン
ターの拡大と安定稼働、医薬・医療における物量の増加が売
上に大きく貢献しました。
　これらの結果、当期における当社グループの連結業績は、前
期比で売上高11.7％増、営業利益21.8％増、経常利益21.3％
増、親会社株主に帰属する当期純利益17.2％増と、増収増益を
達成することができました。

当期の経営環境および取り組み、決算の概要をお聞かせください。

中期経営計画は順調に進んでいるものの、人材不足が大きな課題。
事業拡大に向けては外部リソースの活用を視野に入れています。

　当社グループは2040年に売上高1兆円という大きな目標を
掲げています。中期経営計画もこの目標を達成するための基
盤構築に向けた取り組みであり、中期的な成長および課題解
決のための活動指針です。今期（2025年3月期）が本計画の最
終年度となりますが、これまでのところ、事業戦略、機能戦略
双方とも、おおむね順調に進んでいます。ただし、人材不足と
いう課題については、根本的な解決の道筋は見えていないの
が現状です。
　2024年問題に対しては、法改正前にグループ内およびパー
トナーとともに対応を進めてきました。一方、新たな人材の確

保については、一定程度の成果はあるものの苦戦しているの
が現状です。新卒・中途、国内外を問わず、引き続き採用戦略を
広く、積極的に展開していきます。また、さまざまな研修機会
の提供によるスキルアップや積極的な若手登用、DXを適用し
た職場環境の改善などを通して、人材の育成・定着を図ってい
ます。
　現在の売上高約2,000億円を5倍に押し上げるには、人材
の確保だけでは困難です。そのため、業務提携やM&Aなど外
部のリソースを活用し、各事業ドメインの基盤を強化・拡大し
ていきたいと考えています。

2040年売上高1兆円目標に向けた取り組み方針、
現状の課題などをお聞かせください。



目指す将来像

AZ-COM丸和ホールディングスは3PL&プラットフォームカンパニーへ
時流・時中を捉え環境変化を先取りし、「小売業に特化した新たなビジネスモデル」を創造

売上高：  丸和運輸機関（単体）／  グループ連結

運送 物流

3PL&
プラットフォーム
カンパニー

（物流プラットフォーム
ビジネスの展開）

3PL
（ロジスティクス）

年

年

年

※2022年10月に持株会社に移行したため、丸和運輸機関（単体）の対外開示はありません。

2011 2020 2022※2023 2030 2040200019941970

2020年

売上高

達成
1000億円

2024年

売上高

目標
2 400億円

2030年

売上高

目標
5 000億円

売上高 1兆円目標
2040年

中期経営計画への取り組み

期末配当金は1株当たり15.00円、通期で30.00円とさせていただきました。配当性向は42.3％です。

　物流は今、社会を支える重要なインフラと再認識されて
います。同時に、人口減少が急速に進む日本においては、人
材不足が大きな経営課題となっています。当社グループでは
人材の確保・育成にこれまで以上に尽力するとともに、AIや
IoT、ドローンなど新たなテクノロジーを駆使した省人化・省
力化、そして生産性の向上に努めています。また、EV車両導
入に向けた取り組みなど、社会課題解決に向けた活動も推進
しています。
　当社グループはお客様、従業員の幸福を第一に事業を展開
していますが、それはすなわち、株主価値の向上の近道だか

らだと考えるからです。2040年売上高1兆円の目標は、そう
した想いが集約された具体的な指標です。私としては、2040

年といわず、なるべく早期の目標達成を目指して邁進してま
いります。
　なお、当社は業界トップクラスの目標配当性向40％を目安に
掲げております。それを踏まえ、当期末における1株当たりの
配当金を、15.00円とさせていただきました。これにより、中間
配当金15.00円と合わせた通期の配当金は30.00円と、配当
性向42.3％となります。

株主還元策など、株主様へのメッセージをお願いいたします。

コロナ禍でブレーキはかかったものの、事業基盤は着実に強化・拡大しています。

　BCP物流は、災害発生時のサプライチェーンを維持し、物流
による社会のレジリエンス（回復力）向上に貢献するものです。
事業の進捗については、コロナ禍を受けて災害時の支援協定
の拡大にブレーキがかかりましたが、コロナ禍が明けて以降、
着実に事業基盤は拡大しており、当期末現在、25都道府県を
含む66の自治体と協定を締結しています。
　当社グループとしては、EC物流、低温食品物流、医薬・医療
物流に次ぐ、第4のコア事業へと期待しています。しかし、その

ためには多くのBCP専門家が不可欠です。そこで、大学の災
害研究部門への人材派遣をはじめ、さまざまな形で人材の知
識・スキルアップを図っています。
　なお、今年1月1日に発生した令和６年能登半島地震に対
しては、発災後いち早く現地への物資の輸送を開始しました。
AZ-COM丸和・支援ネットワークは国の災害時指定公共機関
にも指定されており、これまでのBCP物流への取り組みが、迅
速な対応として活かされたと思っています。

1月には令和６年能登半島地震がありましたが、 
BCP物流事業の現況をお聞かせください。  低温食品物流事業

AZ-COM Matsubushi A棟の稼働を目指して

AZ-COM Matsubushi A棟の特徴

1
「2024年問題」
への対応

ドライバー不足の深刻化から危惧さ
れる配送遅延や鮮度維持を、低温ト
ラック輸送・鉄道輸送におけるクール
コンテナ活用・航空輸送・船舶輸送を
活用した物流効率化追求により対応
し、持続可能な物流を実現していく。

2
食のサプライ
チェーンを守る

複数産地・複数メーカーからの在庫
一括管理による適正な流通在庫管理
の実現でサステナブルな食品流通を
実現し、有事のサプライチェーン分
断を回避します。

3
SIP 
スマート物流
の実装

国家プロジェクトであるSIP（戦略的
イノベーション創造プログラム）の「ス
マート物流サービス」の早期実装によ
り、サステナブルで環境負荷の低い
物流を業界に先駆けて実現します。

竣工予定
2025年 1月
稼働予定

2025年 4月

　AZ-COM Matsubushi A棟では、都心から25km圏内の立地優位性を生かしながら、大型冷凍・冷蔵設備の装

備、免震構造の採用により「首都圏の大規模災害時における食料等の供給基地」としてBCP物流拠点の

役割も担うことのできる、総合食品物流のプラットフォームを構築しています。

開発コンセプト
3者が共にメリットを見いだせる

システムの構築

仕入／納品の
メリットの享受
BCP対応への
取り組み

最適な
物流体制の構築

AIを使った
在庫

コントロール

スーパー
マーケット

食品メーカー松伏センター

経営課題の解決
仕入・物流・

店舗オペレーション
など

建設中のAZ-COM Matsubushi A棟（2024年5月撮影） AZ-COM Matsubushi A棟 完成イメージ



発行済株式総数 137,984,520株 

株　主　数 13,409名

代表取締役社長 和佐見 勝
 
取締役 山本 輝明
取締役 葛野 正直
取締役 藤田 勉
取締役 本橋 克宣
取締役 岩﨑 哲律
取締役 小倉 友紀

取締役（社外） 舘 逸志
取締役（社外） 西郷 正実
取締役（社外） 船本 美和子
取締役（社外） 上條 正仁
 
常勤監査役 田中 茂
監査役（社外） 岩崎 明
監査役（社外） 三浦 洋
監査役（社外） 門口 真人

役員（2024年6月26日現在）

企業情報 （2024年3月31日現在） 株式の状況 （2024年3月31日現在）

所有者別株式分布状況

株　主　名 持株数 
（千株）

持株比率 
（%）

株式会社WASAMI 43,200 31.94

和佐見 勝 27,667 20.45

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 8,487 6.27

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 4,584 3.39

AZ-COM丸和ホールディングスグループ社員持株会 2,530 1.87

株式会社マツキヨココカラ＆カンパニー 2,400 1.77

株式会社ダスキン 1,600 1.18

株式会社上組 1,243 0.91

KIA FUND F149 1,048 0.77

公益財団法人和佐見丸和財団 1,000 0.73
※当社は、自己株式を2,748千株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
※持株比率は自己株式を控除して計算しております。

大株主の状況

株主メモ
事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会 毎年6月

株主確定基準日 毎年3月31日

剰余金の 
配当基準日

期末配当の基準日　毎年3月31日
中間配当の基準日　毎年9月30日
上記のほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることができます。

1単元の株式数 100株

株主名簿管理人 みずほ信託銀行株式会社
（https://www.mizuho-tb.co.jp）
東京都千代田区丸の内一丁目3番3号

事務取扱場所 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部
東京都千代田区丸の内一丁目3番3号

郵便物送付先 みずほ信託銀行株式会社 証券代行部
（https://www.mizuho-tb.co.jp/daikou/index.html）
〒168-8507 東京都杉並区和泉二丁目8番4号

電話照会先 0120-288-324（フリーダイヤル）
（土・日・祝日を除く 9：00～17：00）

公告掲載方法 当社の公告方法は、電子公告としております。ただし事故その他やむ
を得ない事由により電子公告をすることができないときは、日本経済
新聞に掲載しております。当社の公告掲載URLは次のとおりです。
https://www.az-com-maruwa-hd.co.jp/

各種お手続の 
お取り扱いに 
ついて

1. 株主様の住所変更その他各種お手続につきましては、原則としてお
取引をされている証券会社等でのお取り扱いとなります。

2. 特別口座の株式に関するお手続につきましては、みずほ信託銀行で
のお取り扱いとなります。

  証券会社 
1.16％ 
（1,600,689株）

  その他国内法人 
37.89% 
（52,278,259株）

  金融機関 
10.79% 
（14,883,490株）

  外国人 
7.56%（10,433,301株）

  個人・その他 
（自己株式含む） 
42.60% 
（58,788,781株）

頂戴しました貴重なご意見は、今後の誌面作成や IR活動に活かしてまいります。

よりよい IR活動のために
皆様の声をお聞かせください
当社では、株主の皆様の声をお聞かせいただくため、
アンケートを実施いたします。お手数ではございますが、
アンケートへのご協力をお願いいたします。（所要時間は5分程度です）

ご回答いただいた方の中から抽選で
薄謝（QUOカードPay500円）を進呈させていただきます

https://www.e-kabunushi.com
アクセスコード●●●●

いいかぶ 検索

kabu@wjm.jpへ空メールを送信してください。（タイトル、本文は
無記入） アンケート回答用のURLが直ちに自動返信されます。

空メールによりURL自動返信

※ 本アンケートは、株式会社リンクコーポレイトコミュニケーションズの提供する「e-株主リサーチ」サービスにより実施いたします。  https://www.link-cc.co.jp
※ご回答内容は統計資料としてのみ使用させていただき、事前の承諾なしにこれ以外の目的に使用することはありません。 （2201）
アンケートのお問い合わせ   「e-株主リサーチ事務局」MAIL：info@e-kabunushi.com

※アンケート実施期間は、本書がお手元に到着してから約2ヶ月間です。

株主様向け アンケート

社名 AZ-COM丸和ホールディングス株式会社

本社所在地 〒342-0008 埼玉県吉川市旭7番地1

本社営業所 〒342-8505 埼玉県吉川市あさひ桃太郎1-1-1

東京本部  〒100-0005  東京都千代田区丸の内1-8-2 
（鉃鋼ビルディング 5F）

設立 1973（昭和48）年8月

資本金 91億17百万円

事業内容 グループ会社の経営管理など

従業員数  連結19,523名 
（内正社員5,037名、パート14,486名）

事業所  全国264拠点（全グループ含む） 埼玉、東京、神奈川、 
千葉、群馬、栃木、 北海道、岩手、宮城、愛知、大阪、 
京都、福井、兵庫、滋賀、岡山、広島、高知、福岡 他

トピックス  

　当社グループ会社で3PL事業を提供する株式会社
丸和運輸機関（本社：埼玉県吉川市、代表取締役社長：

和佐見勝、以下「丸和運輸機関」）が運営するラグビー部は新チーム名「AZ-

COM丸和MOMOTARO’Ｓ」（アズコムマルワモモタローズ）として関東ラ
グビーフットボール協会トップイーストリーグＡグループに挑戦します。
　また、地域貢献活動ではさいたまマラソンフェスティバル（2月）にて『ラ
グビー体験会』を出展。地元の吉川市で5年ぶりの開催となった吉川なまず
の里マラソンでは給水や誘導のボランティアをさせていただきました。今後
も『企業人、ラガーマンとして誰からも愛されるチーム』を目標に、引き続き
地域貢献活動を積極的に取り組んでまいります。

左から伊藤宏明HC、細谷直GM兼監督、和佐見、木津武士プレーイングコーチ

さいたまマラソンに 
ラグビー教室として出展

吉川市なまずの里マラソンに 
ボランティアとして参加公式サイト Facebook Instagram

新チーム名「AZ-COM丸和MOMOTARO’S」（アズコムマルワ
モモタローズ ）と新体制を整え、 

今期Aグループにて挑戦

 医薬・医療3PL事業

　医薬・医療3PL事業では、物流センターを開設し安定稼働させることで、当社の事業拡大を図るとともに、株式会社マツキヨ
ココカラ&カンパニーとのパートナーシップをさらに強化します。物流効率改善を通じた同社の店舗運営の適正化、マーチャン
ダイジング機能の強化、販売促進施策の効果向上に寄与することで、双方の共存共栄・永続的発展に貢献していきます。

センター設計の
基本コンセプト

 アズコムMC名古屋センター

 MC福岡センター（仮称）

高度化したドラッグ物流モデルの構築に向けた、 
新たなセンターの開設

　私はアズコムMC名古屋センターで在庫管理、人財教育を担当しており
ます。物量情報や工程別の生産性情報を基に作業計画を立案し、安定し
た物流品質の提供を目指し、日々現場改善に取り組んでおります。今後は
AMR、マルチシャトルの導入によるDX推進により、さらなる省人化、省力
化を実現してまいります。従来の固定観念、既成概念を打破し、新しいこと
に挑戦することで、お客様が求める以上の品質を目指します。そして、一緒
に働く従業員が安全・安心な職場環境づくりに尽力してまいります。

1. 将来を見据えた物流基盤の構築
2. AI技術やロボットを活用した省人化の推進
3. 2024年問題に対応した効率化の推進
4. 労働環境の整備
5. 物流BCP体制の構築

2025年2月 稼働予定

2024年2月 先行稼働 2024年7月 フル稼働

敷地面積：約12,000坪　建屋面積（2階建）：約13,000坪

従業員数： 社員：28人／パート・アルバイト：約300人（2024年3月現在）

所在地： 愛知県名古屋市中村区　倉庫面積： 約10,000坪

管轄エリア： 

愛知、岐阜、三重、 
石川、富山、福井 
（大阪センターより移管）

静岡（神奈川センターより移管）

対応店舗数： 

稼働当初 約200店舗

フル統合後 約430店舗

特集

株式会社丸和運輸機関
ドラッグ物流運営部

アズコムMC名古屋センター

朝倉 菜月

各ページを 
チェック!




